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平成２３年８月１０日 
 
各      位 

 
会  社  名    川 崎 地 質 株 式 会 社 
代 表 者 名    代表取締役社長  内  藤  正 

(ＪＡＳＤＡＱ・コード番号４６７３) 

問 合 せ 先 代表取締役副社長 兼財務本部長 山 口 光 朗 
TEL. 03－ 5445－ 2071 

 

第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 
 
 
当社は、本日開催の当社取締役会において、下記のとおり第三者割当による自己株式の処分を行うこ

とについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 
記 

 
１．処分要領 
（１）処分期日       平成２３年９月１日 

（２）処分株式数      普通株式 30,000 株 

（３）処分価額       １株につき 436 円 

（４）処分価額の総額    13,080,000 円 

（５）処分方法       第三者割当による処分 

（６）割当処分先      株式会社 建設技術研究所 

 

２．処分の目的及び理由 
当社は、当社が保有する自己株式の活用について検討をしてまいりましたが、今回その一環として

財務体質の強化並びに将来にわたる安定株主の確保等を目的及び理由として、本件第三者割当による

自己株式処分をすることといたしました。 
 
３．調達する資金の額及び使途 
（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 
   13,080,000 円 

（２）調達する資金の具体的な使途 
   全額を運転資金に充当する予定です。 
（３）調達する資金の支出予定時期 
   平成２３年９月から１０月まで。 
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４．資金使途の合理性に関する考え方 
   当社の業務運営に資するものであり、合理性があるものと考えております。 

５．処分条件等の合理性 

（１） 処分条件（処分価額等）が合理的であると判断した根拠 

   最近の株価推移に鑑み、当該処分に係る取締役会決議の直前日前１ケ月間（平成 23年 7月 11日

から平成 23年 8月 9日まで）の大阪証券取引所における当社株式の終値の平均値(円未満切

捨）436円としております。直近１ケ月間の終値平均値を採用することにつきましては、特定の

一時点を基準とするより、一定期間の平均株価という平準化された値を採用するほうが一時的

な株価変動の影響等の特殊要因を除外でき、算定根拠として合理的であると考えております。 

（２） 処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

  処分数量 30,000 株は、発行済株式総数（5,289,900 株）に対して 0.57％（平成 22年 11月 30 日

時点の総議決権数 4,395 個に対する割合は 0.68％）であるため、株式の希薄化の規模は合理的

であり、流通市場への影響は軽微であると考えております。 

６．処分先の選定理由等 

（１）処分先の概要                       （平成 22年 12 月 31 日現在） 

①名称 株式会社 建設技術研究所 

②所在地 東京都中央区日本橋浜町三丁目 21番 1号 

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長 大島一哉 

④事業内容 土木建設事業に関する企画､調査､計画､設計及び工事監理他 

⑤資本金 3,025,875,010 円 

⑥設立年月日 昭和 38年 4月 

⑦発行済株式総数 14,159,086 株 

⑧決算期 12 月 31 日 

⑨従業員数 1,255 人 

⑩主要取引先 国土交通省及び関係機関（都道府県､指定都市など）他 

⑪主要取引銀行 三菱東京 UFJ 銀行､みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行､りそな銀行、三菱 UFJ

信託銀行 

⑫大株主及び持株比率 建設技術研究所従業員持株会 13.45% 日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行

（信託口）4.29% 三菱東京 UFJ 銀行 2.62% 三菱 UFJ 信託銀行 

2.50% 日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行（信託口）2.28% 

住友生命保険相互会社 2.12% 日本生命保険相互会社 1.90% 

第一生命保険株式会社 1.90% CBNY DFA INTL CAP VALUE  

PORTFOLIO 1.55% 大同生命保険株式会社 1.23% 

⑬当事会社間の関係 資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況につ

きましては、各れも該当事項はありません 

⑭最近 3年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円 特記しているものを除く） 

 平成 20年 12 月期 平成 21年 12 月期 平成 22年 12 月期 

連結純資産 18,812 19,196 19,658

連結総資産 30,852 29,970 32,243

１株当たり純資産（円） 1,327.14 1,352.78 1,383.80



 3

連結売上高 30,786 31,374 30,939

連結営業利益 1,236 1,181 1,156

連結経常利益 1,330 1,281 1,279

連結当期純利益 600 630 634

１株当たり連結当期純利益（円） 42.45 44.56 44.84

１株当たり配当金（円） 16.00 16.00 16.00

※処分先は、東京証券取引所の上場会社であります。 
（２）処分先を選定した理由 

株式会社建設技術研究所は、東証一部上場の大手建設コンサルタント企業であり、人間社会と

自然環境との共生､安全と安心を技術をもって社会に広く貢献することを企業理念としておりま

す当社の安定株主としてふさわしいと考え選定をいたしました。 

（３）処分先の保有方針 

   当社は、割当先である株式会社建設技術研究所から、本件第三者割当により取得する株式の保有

方針について、長期に継続して保有する意向であることを確認しており、払込期日（平成 23年

9月 1日）より２年間において、当該処分株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡

を受けた者の氏名および住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を

当社に書面にて報告すること、当社が当該報告内容を株式会社大阪証券取引所に報告すること、

並びに当該報告内容が公衆縦覧に供されることにつき、確約書締結の内諾を得ております。 

（４）処分先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

   当社は、処分先である株式会社建設技術研究所の直近決算日（平成 22年 12月 31 日）及び直近

第 2四半期日（平成 23年 6月 30日）において、払込みに必要かつ十分な現金を有しているこ

とを同社の有価証券報告書、決算短信等により確認しております。 

７．処分後の大株主及び持株比率 

   本自己株式処分の前後において、当社の大株主及び持株比率に変更はありません。 

処分前（平成２３年５月３１日現在） 処分後 
資産管理サービス信託銀行株式会
社（信託口） 

7.49％
資産管理サービス信託銀行株式会
社（信託口） 

7.49％

西田 弘 5.75％ 西田 弘 5.75％

三木 幸藏 5.67％ 三木 幸藏 5.67％

川崎地質従業員持株会 4.94％ 川崎地質従業員持株会 4.94％

株式会社みずほ銀行 4.02％ 株式会社みずほ銀行 4.02％

江崎 勝 3.97％ 江崎 勝 3.97％

株式会社三井住友銀行 3.12％ 株式会社三井住友銀行 3.12％

明治安田生命保険相互会社 2.28％ 明治安田生命保険相互会社 2.28％

砥上 邦生 1.91％ 砥上 邦生 1.91％

日本生命保険相互会社 1.59％ 日本生命保険相互会社 1.59％

（注）１ 平成 23年 5月 31日現在の株主名簿を基準として掲載しております。 
２ 当社所有の自己株式は上記表には含まれておりません。 
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８．今後の見通し 

   当期業績予想への影響はありません。 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

   本件第三者割当は、①希釈化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではない

ことから、大阪証券取引所の定める「企業行動規範に関する規則」に定める独立第三者からの

意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 

１０．支配株主との取引等に関する事項 

   本取引は、支配株主との取引等に該当しません。 

１１．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 
（１）最近３年間の業績（非連結）（単位：百万円） 

決 算 期 平成 20年 11 月期 平成 21年 11 月期 平成 22年 11 月期 

売 上 高 7,512 6,154 6,750

営 業 利 益 203 17 23

経 常 利 益 265 156 88

当 期 純 利 益 95 48 30

１株当たり当期純利益（円） 21.00 10.84 6.78

１株当たり配当金（円） 10 10 10

１株当たり純資産（円） 626.59 620.50 619.79

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成２3 年 5 月 31 日現在） 
種    類 株  式  数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 総 数 5,289,900 株 100％

現時点の転換価額（行使価額）

における潜在株式数の総数 
－株 －％

下限値の転換価額（行使価額）

における潜在株式数の総数 
－株 －％

上限値の転換価額（行使価額）

における潜在株式数の総数 
－株 －％

（注）「潜在株式数」は、存在しないため記載しておりません。 
（３）最近の株価の状況 

①最近 3 年間の状況 
 平成 20年 11月期 平成 21年 11 月期 平成 22年 11 月期 

始  値 629 円 600 円 555 円 
高  値 650 円 650 円 600 円 
安  値 460 円 510 円 500 円 
終  値 610 円 560 円 550 円 

②最近６ヶ月の状況 
 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 7月 

始  値 528 円 509 円 510 円 527 円 468 円 439 円 
高  値 528 円 549 円 699 円 527 円 469 円 465 円 
安  値 509 円 500 円 490 円 441 円 424 円 431 円 
終  値 509 円 518 円 518 円 460 円 439 円 433 円 
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③処分決議日の直前取引日における株価 
 平成 23年 8月 9日現在 

始  値 401 円

高  値 401 円

安  値 393 円

終  値 393 円

 
 
（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 
 ①第三者割当による自己株式の処分 

処分日 平成 21年 9月１日 

処分した株式種類・数 普通株式 400,000 株 
処分価額 １株当たり 526 円 
処分価額の総額 210,400,000 円 
処分先 資金管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口） 
処分時における発行済株式総数 5,289,900 株 

当初の資金使途 運転資金 
当初の支出予定時期 平成 21 年 9 月から 10 月まで 
現時点における資金の充当状況 予定どおりに全額運転資金に充当しました。 

 
１２．処分要領 
（１）処分する株式の種類・数 普通株式 30,000 株 

（２）処分価額       １株につき 436 円 
（３）処分価額の総額    13,080,000 円 

（４）処分方法       第三者割当による処分 

（５）払込期日       平成 23年 9月 1日 

（６）処分先        株式会社 建設技術研究所 

（７）処分後の自己株式数  863,549 株（処分後の自己株式数は平成 23年 8月 10日現在の自己株式

数を基準として記載しております。） 

  
以上 

 
 
 


